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教育相談機関から見た校内教育相談システムの問題点
Issues regarding In-school Child Pupil Support Systems from Perspective of Educational Consultancies
山 本 健 治 ＊
Abstract
Every year, public educational consultancies nation-wide receive countless consultations from
parents worried about problems such as school refusal and bullying. Among these are cases where
schoolsʼ child pupil support systems appear not to be functioning properly. This research has aimed to
clarify these issues from the perspective of public educational consultancies, which are external
organizations.
Analysis and investigation was conducted in relation to cases presented by five counselors from a
certain public educational consultancy. The results highlighted the following three issues. (1) The
disposition of teaching staff. For example, teaching staff do not have a developed understanding of
problems such as school refusal and bullying. (2) Teaching staff deal with problems clumsily. There
were conspicuous cases of insufficient connection and delayed response, etc. (3) The organizational
support system itself. This refers to the fact that rather than organizations providing child pupil
support, teaching staff are instead left to provide support on an individual basis due to an absence of in-
school child pupil support systems.
Overcoming these issues will help to ensure smooth resolution of the various problems faced by
child pupils. Therefore, going forwards it is essential that public educational consultancies further
strengthen their links with schools in order to tackles these issues.
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 問題と目的
文部科学省（以下、文科省と記す）は毎年、全国
国公私立小・中・高等学校を対象とした「児童生徒
の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」を
実施し結果を報告している。新聞等メディアは、こ
の中の主に暴力行為、いじめ、不登校等の発生件数
などの数値に着目しその結果の報告に留めている。
しかし同報告には全国の公的機関で行われている教
育相談の状況も併せて報告されている。具体的に
は、都道府県・指定都市や市町村における教育相談
機関の数や教育相談員の人数及び教育相談件数など
である。相談形態は様々であるが、来所教育相談に
関して言えば、2011年度全国都道府県・指定都市に
おける教育センター等教育相談機関では約万千
件の実績が報告されている。市町村レベルで担当し
た来所教育相談となると約40万件に迫る相談件数で
ある。本来、不登校等児童生徒が抱える問題に対し
ては学校教職員がその対応の中心となる。一方、こ
れらの数値は学校とは別に教育相談機関等の専門機
関が事例に関与したことを示している。しかしなが
ら外部専門機関の利用状況を知る上では参考になる
が、内容の詳細にまでは至らない。
筆者は以前、公立教育相談機関で教育相談を担当
してきた。不登校等の事例について直接教育相談を
担当してきたわけであるが、その中で学校における
校内教育相談システムに問題を抱えるケースがある
のではないかと疑問をもつことがあった。言い換え
れば、学校の対応次第ではもう少し早く状況の改善
が見られるケースもあるのではないかということで
ある。
前述の報告によると都道府県・指定都市の教育セ
ンターや教育相談室に持ち込まれた来所教育相談件
数の約割が不登校であるという。筆者が勤務した
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教育相談機関でも同様に来所教育相談の割から
割が不登校の相談であった。そこでは学校に行けな
いことに対する本人やその保護者の苦悩が語られ、
そしてまた関わり方に悩む担任等教員の相談もあっ
た。これらには本人のパーソナリティに関する要
因、家族関係等の環境要因及び学校要因などが考え
られるが、それとは別に、事態の改善を遅らせる学
校側の支援の在り方にも問題があるのではないかと
思われる事例もあった。
そこで本研究では、まず児童生徒が抱える問題に
対して事態の改善を遅らせるような要素が学校側に
あると思われる事例を抽出し、精査することにし
た。そして、そのことを通して学校が抱える問題点
の特徴を解明し、今後の学校教育相談体制や児童生
徒支援システムの在り方について模索することをね
らいとした。
 研究方法
（）調査対象者及び調査時期
某公立教育相談機関（事例に関する秘密保持のた
め公表を差し控える。）で来所教育相談を担当する
名のカウンセラー（常勤）を対象として調査を実
施した。調査時期は2009年
月である。
（）調査方法
2008年度中に当該機関が受理した来所教育相談の
事例の中で、児童生徒が抱える問題のうち、本人の
パーソナリティによる要因や家族関係等の環境要因
が問題の中心であると思われる事例を除き、学校側
に事態の改善を遅らせるような要素があると判断で
きる事例を抽出した。
（）分析方法
筆者を含め事例提供者である名のカウンセラー
によるケースカンファレンスを行った。その中でそ
れぞれの事例について概要説明を受け、本研究の対
象事例となるかどうか相互点検した後、事例を確定
し要因を分析した。
 結果と考察
（）結果
2008年度、当該機関が受理した来所教育相談件数
は308件であった。その内訳は図	のとおりである。
小、中、高等学校いずれの校種においても不登校に
関わる相談が最も多く、全体の約60％を占めた。ま
た校種別来所教育相談の内訳は表	に示したとおり
である。不登校は全体に占める割合が多いと予想さ
れるので、学校生活とは別に集計している。学校生
活の内訳はいじめや友人関係などの相談が主であ
る。
全来所教育相談件数308件のうち、今回対象とし
た事態の改善を遅らせる要素が学校側にあるのでは
ないかと予想できるものは22事例であった。（表）
相談内容別では不登校が18件と圧倒的に多く、全不
登校相談件数の約10％を占める。（但し、いじめや
発達障害が背景にあると考えられるが、不登校の悩
みとして相談に訪れたケースは主訴を優先して不登
校事例として数えた。）校種別では中学校が11件、
次いで小学校の件と続く。不登校以外の事例は場
面緘黙が事例、いじめが	事例、非行が	事例で
あり、いずれも相談の中から、事態の改善を遅らせ
る要素が学校側にあるのではないかと判断できるも
のであった。
（）考察
22事例について、名のカウンセラーがケースカ
ンファレンスを行った後、それぞれの事例の問題点
を筆者が整理し、再度それぞれのカウンセラーに確
認した後、問題点の分類を確定した。
結果、次のような
つの問題点が明らかになっ
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小学校 中学校 高等学校 その他 合 計
表 校種別来所教育相談の内訳
17
16 10 6 2 34
55 71 48 9 184
行動
精神面
26
16 0 3 0 21
9
不登校
学校生活
家庭生活 4 4 0
5 4 12 5 26
12 6 7 1
幼稚園
合 計 113 95 80 17 3083
0
0
2
0
0
1
図 来所教育相談の内訳
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8
中 女
5
母子並行 不登校
小から登校渋り。中学校進学後は完全に不登校となる。父は海外単身赴任中。高校生の
姉も不登校傾向有り。児童相談所や市適応指導教室に相談するが改善が見られないので来
所教育相談に至る。面接を通して母の子どもに対する関わりが少しずつ変化し、本人もカ
ウンセラーに心を開きつつある。しかし、学校の担任からの家庭訪問などの関わりはほと
んどないという｡
②
学年 性別 面接対象 主訴 概要（下線部は問題点） 問題点
表 学校側に事態の改善を遅らせる原因があったと予想できる事例（1）
①・②
中	 女 母子並行 不登校
幼稚園の頃から友だち関係が苦手。小学校入学後いじめを受け、小で不登校になる。小
からの担任の熱心な関わりもあり小の月に再登校を果たす。中学校入学後もしばら
く登校するが次第に登校を渋り始め、中	の月には完全不登校に陥る。SCが未配置で
あったことと併せて、担任をはじめ当該中学校教職員に不登校生徒に対する理解が進んで
おらず、結果的に関わりが持てていない。
①・③
高
 男 母親
№
場面緘黙
就学前に父親と死別。それ以降、口数が少なくなる。今は家族とは会話はできるが、外で
は一切しゃべらない。学校は無遅刻無欠席。卒業を控え母親が不安になり来所教育相談に
至る。小、中学校ではいずれも専門機関を紹介してもらうことはなく、高校になって初め
て当機関を紹介してもう。 学校には SCが配置されているが特に関わりがあるわけではな
い。
③
6
7
②
小 女 母親 不登校
小進級と同時に町内の
小学校が統合。もともと友人関係が苦手だったことと、新しい
環境になじめなかったことから、学期10月には教室に入れなくなり、別室登校となる。
その間、別室では一人で過ごすことが多かったという｡ 
学期からは完全に不登校。学校
が本児を含む子どもたちの心の不安を取り除くべき適切な対応をしたとは想像しがたい。
②・③
小 女
1
2
3
4 母親 不登校
小
の
学期、母親はうつ病でか月入院。小の月から不登校になる。同時期、中
の姉も登校を渋り始める。母親は病気がちで本児や姉に対してかかわりが十分とはいえな
い。学校からは「家庭に責任がある。もっと関わってあげて」と責められている｡ 不登校
児童生徒を抱える保護者への対応が理解できていないようである。
男 祖母 不登校
小の学期10月頃から不登校。
学期に再登校するが、中	の学期から再び不登校に
なる。両親の離婚に伴い母子二人の生活で母親は物心ともに余裕がなく、別居の祖母が来
所教育相談に訪れることになった。家庭要因が大きいこともあるが、相談の中で小・中学
校間で情報を共有するなどの連携面に問題があることも見えてきた。
③
中	 女 母親 不登校
中	の月より不登校。入学後、ある
年生男子からいじめを受けたことがきっかけで登
校できなくなった。
学期になっても未だ、「登校するといじめられるのではないか」とい
う予期不安が高く登校に至っていない。担任は事実を把握しているものの、かかわり始め
たのが来所相談を開始した
学期になってからであり対応の遅れが気になる。
②
中
 男 母親 不登校
中	の
学期より不登校。きっかけは部活動の先輩から暴力を受けたこと。その直後から
登校を渋り始め、その後、卒業まで全欠状態は続く。長期欠席を解消しようと担任が家庭
訪問したところまでは良かったが、登校を強制し過ぎたためにますますひきこもり傾向が
強くなってしまった｡ 担任の熱意は評価されるが、不登校に対する理解の欠如が問題であ
ろう。
11
②・③
小学校入学以来、場面緘黙が続く。転校もあったが小学校は休まず登校した。その後、中
	の夏休み明けから不登校。そのことがきっかけで中学校担任の紹介で来所教育相談が始
まる。小学校時代は場面緘黙に対して「様子を見ましょう」といった姿勢のままで、どの
学年においても特段ケアをしたり、また相談機関を紹介することもなかった｡ 現在、中学
校に配置されている SCとの接点も現段階ではないという。
不登校母子並行男中10
②・③
小の月に両親離婚。中学校入学後、非行グループに入る。中
になってリーダー格の
一人となる。学校は生徒指導担当者や担任が関わるが一向に改善しない。SCも週に	回勤
務しているが、主に不登校生徒への対応に追われ本ケースには関われていない。また、外
部専門機関と機能的に連携ができているとは言いがたい。
非行母親男中
9
中	
20歳
13
14
①・②
中	の月頃から学校内でいじめに遭う。次第に吐き気、腹痛を訴え始め年生進級と同
時に不登校となる。本人は正義感も強く学校生活に戻りたいと思っていて、そのことを保
護者共々、担任に訴えるが理解が得られないという。不登校になって以来、担任の家庭訪
問はほとんどないという。
不登校母子並行女中12
③
小
で不登校、年生で再登校するが、年生月に再び不登校。母子関係を含む家族関
係が悪く、また母親の精神疾患に伴う養育の放棄も本児の性格形成に関与していると思わ
れる。また担任等学校の教職員が積極的にこの事例に関わることも少なく､ 家庭そのもの
が地域の中で孤立していることも問題である。
不登校母子並行男小
①
③
中	の時、母親が病死。その後、中になって抑うつ状態を主訴として精神科受診。同時
期から不登校となる。現在は高校進学がかなわずひきこもり状態にある。医師の紹介によ
り来所教育相談に至る。対象喪失と家庭環境の大きな変化が不登校に至る大きな要因であ
ると予想できる。しかし、中学校担任は本生徒の症状が理解できず、かかわりも疎遠なま
ま卒業を迎えた。
小学校高学年より別室登校や不登校を繰り返す。高校は全日制を中退し、単位制高校へ通
い卒業。現在は就労の意志を示すものの体験不足から自信欠如の状態にあり、結果的に新
たな動きが見られない。電話相談の窓口から紹介されて来所教育相談が始まる。不登校状
態が長期に渡るのにもかかわらず、いずれの校種からも相談機関の紹介はなく、関わりの
乏しさが目立つ。
不登校
ひきこもり
不登校
ひきこもり
本人
母子並行
女
女
16歳
た。	つは教員の教育相談に関する知識が不十分で
あり、それゆえ結果的に児童生徒が抱える問題を理
解できていなのではないかという、いわゆる教員と
しての資質の問題である。つめは資質とも大いに
関係するが教員の問題事象への対応のまずさであ
る。そして最後は、学校組織としての支援システム
そのものの問題である。これらの
つの問題は相互
に関連しているもので、最終的には、校内教育相談
体制が確立されているかどうかに集約される。
まず、教員の資質の問題から事例を追って考察す
る。具体的には不登校やいじめ問題について、教員
の基本的な理解が進んでいないのではないかと疑わ
れる内容のものである。例えば、事例の不登校の
小児童をもつ母親に対して、学校は「家庭に責任
がある。もっと本児に関わってほしい。」と迫って
いる。また、事例12では、不登校を克服したいと願
う本人や保護者の思いが教員に理解してもらえずま
たほとんど対応してもらっていない。事例16・20で
は発達障害の特徴が現れているにもかかわらず、教
員が単に不登校と捉えてしまっていることに問題が
あると思われる。事例21では、場面緘黙症に対する
理解がまったくと言っていいほど進んでおらず、結
果的に対象児童に発語を強要してしまうという最悪
の対応となっている。事例18は、教職員間の問題で
ある。担任は来所教育相談でのコンサルテーション
を生かし、不登校生徒に対して積極的に関わりをも
とうとした。しかし、その担任の関わりを批判する
同僚教員の教育相談に関する理解の無さが、結果的
に担任を苦しめ、ひいては当該生徒が抱える問題の
改善を妨げていると言える。
次に、教員の対応のまずさであるが、当該事例に
対する関わりの少なさ、対応の遅れ、関わり方の誤
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22
高	 女
19
母子並行
不登校
（いじめ）
高	の学期に入り同学年女子，名からいじめを受ける。登校する本生徒を校門で待
ち伏せしていやがらせをされたらしい。担任等学年教師が指導をするものの、たちまちい
じめた側からしっぺ返しがあり、そのうち担任や学校に事実を伝えられなくなり不登校が
本格化する。
②・③
学年 性別 面接形態 主訴 概要（下線部は問題点） 問題点
表 学校側に事態の改善を遅らせる原因があったと予想できる事例（2）
①・③
中	 男 母親
いじめ
小学校高学年頃からからかわれることが多かった。中学入学後、同じ小学校出身の同級生
が中心となって本生徒をいじめのターゲットにした。母親はそのことを担任に相談したが
状況の改善はなかったので来所教育相談に至った。担任及び教科担任は、その都度、いじ
めの加害者に口頭で注意したらしいが、加害者グループからは後で「チクった」と本生徒
を責めてきたという。
②
中
 女 担任
№
不登校
（発達障害）
小学校高学年より登校渋り有り。中学校入学後	、年の担任は不登校傾向の本生徒に対
して関わりをもつものの改善しないため、来所教育相談に至る。担任は本生徒の不登校傾
向は神経症的な要因を疑い関わってきた。実際は背後に発達障害があり二次的なトラブル
として不登校傾向が現れていることがわかった。
①・②
20
21
①
中 男 母子並行 不登校
小から不登校傾向有り。小の野外教育キャンプに無理矢理連れて行かれたが、その翌
日以降、完全不登校となる。小から適応指導教室に通うが、学校は適応指導教室に任せ
きりになりがちで、中学校に至っては担任からの関わりはほとんどなく、学校からの連絡
も届かなくなってしまう。
②
中
 音
15
16
17
18
担任
母子並行
不登校
小から登校を渋ることがしばしばある。中から不登校。担任は家庭訪問を繰り返しか
かわるが登校の兆しがないので、来所教育相談に至る。担任はコンサルテーションを受け
ながら引き続き本生徒にかかわり続けるが、他の教職員の中には担任の対応を批判する者
もいて、校内で共通理解が図れず対応に向けて足並みが揃わないと嘆く。
女 校長 不登校
中	の中頃から仲良しグループ内に亀裂が入り、関係がぎくしゃくし始める。そのことが
保護者間にも飛び火し互いを非難し合う。最後は学校が適切な対応をしなかったことが事
を大きくしたと保護者間に学校批判が拡大していく。また、一人の生徒が不登校となる。
状況が好転しないことと保護者からの激しい非難で担任等教職員も疲弊し始め、ついに保
護者批判を始めてしまい、事態は泥沼化してしまった。
②・③
小	 女 母親 場面緘黙
幼稚園の頃から不安が高く、人前で話せず担任の先生にまとわりついて生活していた。小
学校入学後も、相変わらず学校では言葉がでない。担任は本児からの自発的な言葉を待ち
きれず、何とか言葉を引き出したく思いかなり強引に発語を強要した。そのことがトラウ
マとなり登校を渋ることが増えた｡ そのことを不安に思った母親より来所教育相談の依頼
が持ち込まれた。
①・②
小 男 母子並行
不登校
（発達障害）
幼稚園から小学校入学後も様々な場面でパニックになることがある。担任は不登校対応と
して母親同伴登校や時差登校などを認めながら、家庭と協力しながらあらゆる手だてを講
じてきたが本児の様子は改善せず｡ 小から来所教育相談に訪れる。カウンセリングを通
して本児の発達に偏りがあると思われたので発達相談の受診を打診。受診後、広汎性発達
障害と診断される。
中

りなどである。事例	ではカウンセリングを通して
母子とも心を開きつつあるが、担任からの家庭訪問
などの関わりがほとんど無い。同様の例が事例12で
ある。こちらも当該生徒が不登校に陥ってから担任
の家庭訪問はほとんど無いという。また事例19で
は、不登校生徒を適応指導教室に任せきりで、こち
らも担任からの関わりがほとんど無い。対応の遅れ
の例としては事例がある。中	の月にいじめを
受け、その後、不登校に発展するが、担任がかかわ
り始めたのが
学期に入ってからである。誤った対
応としては事例・15・17が典型例であろう。事例
では、不登校生徒に対して、担任は登校を強制し
過ぎてしまい、結果的にひきこもり傾向が強くなっ
てしまった。また、事例15や17はいじめ問題に対す
る対応のまずさが目立つ。担任等教員はいじめ加害
者を指導するものの、すぐさま被害者に「チクった」
などと仕返しがあり、いじめ被害者の心の負担と
なっている。事例15では二次的なトラブルとして不
登校が本格化するという事態に陥っている。
最後に、学校組織としての支援システムそのもの
が問題ではないかと思われる事例について考察す
る。事例は、高校生まで場面緘黙の症状が続いて
いるにもかかわらず、小、中学校の間は一度も専門
機関を紹介もらうことがなかったという。そして高
等学校ではスクールカウンセラー（以下 SC と記
す。）が配置されているものの特に関わりもなく、
組織が生徒支援システムを整備していないことを露
呈している。事例10もほぼ同様である。小学校時代
に場面緘黙であった対象児童に対して、「様子を見
ましょう」と言ったきりで、専門機関を紹介しても
らうことなく中学生になり、不登校状態になって初
めて相談機関を訪れるようになった。事例14に至っ
ては小、中、高等学校のいずれの校種からも専門機
関を紹介されることなく現在に及んでいる。事例
では、小、中学校間の連携が問題であろう。小学校
から中学校にかけて不登校状態にある対象生徒に対
して、情報交換の形跡が乏しい。また、こちらも中
学校に SCが配置されていながら効果的に活用され
ていない。事例22は校内教育相談体制の不備が目立
つ事例である。教職員によるチーム支援が成立して
おらず、個々の教員が孤軍奮闘するも結果が出せず
疲弊し、挙げ句の果ては保護者批判に及んでしまっ
ている。まさに組織としての生徒支援システムの構
築が望まれるケースであった。
以上、教員の資質、対応方法、組織としての支援
システムそのものなどが児童生徒の抱える問題の改
善を遅らせる要因となっているのではないかと指摘
してきた。では、何故このような問題が生じるの
か。このことについても考察する必要がある。今
回、指摘した
つの問題点は相互に関連していて、
決して別個のものではない。教員が教育相談に関す
る知識や技術を身につけることは、その後の対応に
も好影響を及ぼすであろうし、最終的には学校組織
として児童生徒支援システムを構築していくことに
つながる。すなわち学校組織の個々の成員である教
員が、教育相談的な資質を高めることによって、こ
れらの問題はかなりの部分で解消するのではないか
ということである。この個々の教員の教育相談に関
する資質は、主に研修によって身に付く。生徒指導
は、児童生徒理解に始まり児童生徒理解に終わると
いっても過言ではない。いかに児童生徒を理解する
のかが、次の対応へとつながる。SC配置校にあっ
てはその活用も含めて、教員の教育相談的な資質の
向上を図ることが急務であろう。
 まとめと今後の課題
本研究では、公立教育相談機関のカウンセラーが
担当する事例を通して、児童生徒が抱える問題の改
善を遅らせるような学校側の要素を明らかにするこ
とから、今後の学校教育相談の在り方を追求してき
た。その結果、教員の教育相談に関する資質が不十
分である時、また対応が当を得ていない時、そして
支援システムそのものに問題がある時、担任等教員
や学校組織は児童生徒が抱える問題の改善を遅らせ
てしまう一因となっていることがわかった。裏返せ
ば、これらの克服が、今後、学校教育相談を発展さ
せる重要な取り組みになると言える。そのために
も、まず学校は教員の教育相談に関する知識・技能
を高めることから始めなければならない。そして改
めて学校教育相談の在り方を再認識する中で、新た
な児童生徒支援システムの構築を目指す必要があ
る。
中学校学習指導要領解説・特別活動編（2008）に
よれば、「教育相談は一人一人の生徒の教育上の問
題について、本人又はその親などに、その望ましい
在り方を助言することである。その方法としては、
	対	の相談活動に限定することなく、すべての教
師が生徒に接するあらゆる機会をとらえ、あらゆる
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教育活動の実践の中に生かし、教育相談的な配慮を
することが大切である｡｣1)とされている。この教育
相談的な配慮ができるためには、教育相談に関する
知識・技能を身につけてはじめて可能となる。この
ことは臨床心理学に学ぶところが大きい。すなわ
ち、教育相談の目的を達成するためには、学校心理
学、発達心理学といった心理学の基礎を学んだ上
に、臨床心理学の視点も身につけていく必要がある
ということである。このことを伊藤（2011）は「教
師に求められる臨床的視点｣2)という言葉で説明し
ている。カウンセラーも教員も児童生徒の健全な成
長を目指すという点においては共通のねらいを有す
るが、必ずしも同じアプローチで迫るわけではな
い。しかし教員がカウンセリング的な知識や技法を
身につけ、それを教育の様々な場面で生かすことは
重要なことである。では、その臨床的視点をどうよ
うにして身につけるのか。
教員には、教育公務員特例法第21条の中で、「そ
の職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努め
なければならない。」と研修が義務づけられている。
教育相談に関する研修も当然ながらこの中に含まれ
る。そのためには学校教育計画の中に、他の計画と
同様に教育相談計画を盛り込む必要がある。そして
教育相談に関するその学校の目標や重点項目を設定
した上で年間計画を立案し、具体的な相談活動とと
もに教員研修も計画的に位置づけ、校内研修会等の
実施につなげていかねばならない。次に具体的な研
修内容であるが、まずは、教育相談で必要とされる
教員の資質で最も重要とされる子どもや保護者に対
する受容的な態度を身に付けることから始めるべき
であろう。教員はややもすると熱心のあまり指導的
になりがちである。子どもや保護者の言葉にじっく
りと耳を傾ける態度が重要となる。このような受容
的な態度を身につけるためには、ロールプレイング
等の演習形式の研修会が有効である。また教育相談
の研修で重要なもう一つは事例研究である。校内で
事例提供者を募り、	つの事例についてすべての教
員による意見交換を行うことは、参加者相互の教育
相談に関する資質を高めることにつながる。そして
最後に理論研究が挙げられる。時として SCや外部
講師を招聘し、教育相談に関する理論についての学
びも取り入れることも重要である。いずれにして
も、演習及び事例研究または理論研究をバランスよ
く教育相談研修に組み込むことが肝要であろう。
次に重要なことは、校内教育相談体制の整備であ
る。これまで、教員の教育相談に関する資質を高め
るための方策として研修が有効であることを述べて
きた。しかし、研修は校内の教育相談体制が整備さ
れて初めて成立するものである。そのためにも、ま
ず教育相談組織を学校内に位置づける必要がある。
全校を挙げて効果的な教育相談を推進していくため
には機能的な組織が存在し、また連絡・調整の要と
なるリーダーが必要となる。教育相談部や教育相談
委員会がこれに該当し、リーダーである教育相談担
当者は校内の相談計画や研修計画を立案したり、外
部専門機関との連絡・調整役といったコーディネー
ター役を担うことになる。この教育相談担当者は、
当然ながら教育相談に十分な識見と経験を有する教
員が選任されるべきであろう。
最後に、最も重要なこととして校内の児童生徒支
援システムの構築が挙げられる。1990年代に入り不
登校児童生徒数が増加したことに伴い、当時の文部
省は用語をそれまでの「登校拒否」から「不登校」
に変更し、「不登校は誰にも起こり得る」と従来の
認識を大きく転換させた。そして1998年10月の中教
審答申の中で、不登校に関して「学校のみで解決す
ることに固執すべきではない｡｣3)と唱っている。こ
れは従前からの学校教職員のみで対応ではなく、ほ
どなく学校に導入された心理の専門家である SC等
とも協力しがら対応することを意味している。すな
わち新たな児童生徒支援システムの構築が期待され
たわけである。これは互いの視点・発想・基盤など
はかけ離れているものの、教育と心理臨床が具体的
な子どもの成長・発達の促進をめざすという目的は
共通であることから、協働によって児童生徒を支援
していくことをねらったものである。これが定森
（2005）が指摘する「あらたな教育文化の創造｣4)と
言えるものであろう。今日、不登校のみならず児童
生徒を取り巻く問題は、いじめ問題をはじめ複雑、
多岐にわっている。このことからも、今後益々教育
と心理臨床の協働による支援体制が構築されていか
ねばならい。その中には学校に配置されいる SCだ
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けでなく、今回、問題を提起した外部の専門機関で
ある教育相談機関等との連携や活用も、この新たな
児童生徒支援システムの中に定着させていくことが
望まれるのではないか。
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